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 国土交通省により 5 年ごとに行われている全国貨物純流動調査から、日本における出荷
産業別の年間出荷量の推移が分かる。1985 年のプラザ合意以降の円高による産業の空洞化
が進み、年間貨物出荷量は 1970 年から 1990 年まで増加傾向を示していたものの、1990 年
以降は減少傾向を示し、2010 年では 1990 年比で約 28.3％の減少を示している。また、鉱
業・製造業・卸売業・倉庫業の産業別に年間の出荷量をみても 2010 年は 2005 年比で減少
している（1）。 








 また、ASEAN 諸国においても、日本の貿易相手国の上位 10 ヵ国では 2001 年以降常時タ
イが 10 ヵ国以内に入っており（5）、さらに日系企業が中期的に有望な事業展開先としても
タイが常時挙げられている（6）。 
 したがって、ASEAN 諸国において、特にタイを中心とする ASEAN 諸国に注目することが
重要であると考えられる。 
 しかしながら、世界銀行におけるロジスティクスの効率化の評価指標である、LPI 評価
（Logistics Performance Index）より、ASEAN 諸国においてはシンガポールを除き、日本
の 10 位を大きく下回り、ロジスティクスの効率化が課題となっている（7）。 
 また、タイをはじめとする ASEAN 諸国において人件費が近年増加しており（8）、ロジステ
ィクスの効率化においても、ロジスティクスの標準化を図ることが必要不可欠であると考
えられる。 
























































































 国土交通省における全国貨物純流動調査より、1970 年から 2010 年まで 5 年ごとの出荷
産業別の年間出荷量の推移を図 2.1 に示す。 
 図 2.1 より、全体の年間出荷量を見ると、1990 年が最も多く 36 億 1 千万トンである。
1970 年から 1990 年にかけて年間の出荷量は増加傾向であるが、1990 年以降は減少傾向と
なっており、2010 年では 1990 年比で約 28.3％、2005 年比で約 15.4％も減少しているこ





（出所）国土交通省「第 9 回 2010 年調査 全国貨物純流動調査の結果概要」（1）より作成 
図 2.1 出荷産業別年間出荷量の推移 
 
 次に、1950 年から 2055 年までの日本の人口の推計を図 2.2 に示す。 
 図 2.2 より、日本の人口数をみると 1950 年から 1990 年まで全体で増加し、近年は横ば
いにあることが分かる。その中で「14 歳以下人口」と「65 歳以上人口」を見ると、「14 歳
以下人口」は近年減少傾向を示す一方で、「65 歳以上人口」は増加傾向を示すことが分か
る。 
 また、平成 24 年度推計値による日本の人口の将来予測では、若年層の減少及び高齢化が








図 2.2 日本の人口の年推移 
 
 図 2.1 より、貨物出荷量が 1990 年以降減少傾向を示していること、そして産業別にみて
も出荷量が減少していることが分かった。 
 また、図 2.2 より、日本の人口数は近年横ばい傾向であり、さらに 2022 年に向けて日本
の総人口は減少し、2060 年には 9000 万人を割り込む推測となっている。そして、年齢別
にみても、14 歳以下の人口及び 15～64 歳の人口が 2060 年に向けて減少していく推測の一


















2.2 日系企業における海外展開及び ASEAN 地域の重要性 
 日系企業製造業における 2003 年から 2011 年の海外設備投資の年推移を図 2.3 に示す。 
 図 2.3 より、日系企業の製造業における海外設備投資は 2003 年に比べると 2011 年では
約 2.5 倍の数値を示し、年々海外への設備投資が増加していることが分かる。一方で、国





図 2.3 日系企業製造業における海外設備投資の年推移 
 
 また、日系企業における 2001 年から 2010 年のアジア進出企業の売上高の年推移を図
2.4、2001 年から 2011 年における活動地域別の売上経常利益率の年推移を図 2.5 に示す。 
 図 2.4 より、中国・ASEAN4・NIEs3 の全てにおいて 2001 年より売上高が増加傾向にある
ことが分かる。ASEAN4 において、2010 年の売上高は 2001 年比で約 4.8 倍に増加している。
2008 年以降、中国が最も多い売上高となっているが、次いで ASEAN4 の売上高が高いこと
が分かる。 
図 2.5 より、アジアにおける売上経常利益率が大きく増加しており、2010 年では 2001
年比で約 3％増加している。一方で、国内における売上経常利益率は、2006 年頃が最大で
それ以降は減少または横ばいの傾向を示している。 















 次に、2001 年から 2013 年における日本の貿易相手国の上位 10 ヵ国の年推移を表 2.1 に
示す。 
 表 2.1 より、ASEAN 加盟国では、タイやインドネシア、マレーシアが上位 10 ヵ国に入っ
ており、ASEAN は日本にとって重要な貿易相手国であることが分かる。 
 また、その ASEAN 加盟国の中でも、タイは過去 10 年以上にわたり、日本の貿易相手国の
上位 10 ヵ国に常時入っている。このことより、日本と ASEAN の貿易にとってタイは特に重
要な貿易相手国であり、日本にとってタイは ASEAN の中心となることが分かる。 
 





 2001 年から 2013 年における日系企業が考える中期的に有望な事業展開先を表 2.2 に示
す。 
 表 2.2 は、国際協力銀行が日本企業に対して毎年実施している海外直接投資アンケート
であり、タイは過去 10 年以上にわたり、中期的に有望な事業展開先の上位 5 ヵ国にラン
クインしている。また、ASEAN 加盟国であるベトナムやインドネシアも上位 5 ヵ国にラン
クインしている。 
 







2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
1位 米国 米国 米国 米国 米国 米国 中国 中国 中国 中国 中国 中国 中国
2位 中国 中国 中国 中国 中国 中国 米国 米国 米国 米国 米国 米国 米国
3位 韓国 韓国 韓国 韓国 韓国 韓国 韓国 韓国 韓国 韓国 韓国 韓国 韓国
4位 台湾 台湾 台湾 台湾 台湾 台湾 台湾 台湾 台湾 台湾 オーストラリア オーストラリア オーストラリア
5位 ドイツ 香港 香港 香港 タイ サウジアラビア オーストラリア オーストラリア オーストラリア オーストラリア 台湾 台湾 台湾
6位 香港 ドイツ ドイツ ドイツ 香港 オーストラリア タイ サウジアラビア タイ タイ タイ タイ タイ
7位 マレーシア タイ タイ タイ オーストラリア タイ ドイツ アラブ首長国連邦 サウジアラビア インドネシア サウジアラビア サウジアラビア サウジアラビア
8位 タイ オーストラリア オーストラリア オーストラリア ドイツ ドイツ サウジアラビア タイ ドイツ 香港 インドネシア アラブ首長国連邦 アラブ首長国連邦
9位 オーストラリア マレーシア マレーシア インドネシア サウジアラビア 香港 アラブ首長国連邦 インドネシア 香港 サウジアラビア アラブ首長国連邦 インドネシア インドネシア
10位 インドネシア インドネシア インドネシア マレーシア アラブ首長国連邦 アラブ首長国連邦 香港 ドイツ インドネシア マレーシア マレーシア マレーシア マレーシア
2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
1位 中国 中国 中国 中国 中国 中国 中国 中国 中国 中国 中国 中国 インドネシア
2位 アメリカ タイ タイ タイ インド インド インド インド インド インド インド インド インド
3位 タイ アメリカ アメリカ インド タイ ベトナム ベトナム ベトナム ベトナム ベトナム タイ インドネシア タイ
4位 インドネシア インドネシア ベトナム ベトナム ベトナム タイ タイ ロシア タイ タイ ベトナム タイ 中国
5位 インド ベトナム インド アメリカ アメリカ アメリカ ロシア タイ ロシア ブラジル ロシア ベトナム ベトナム
 9 
 
 以上のことより、日系企業の海外設備投資が年々増加していること、2001 年から 2010
年にかけて日系企業における ASEAN の売上高が増加していること、2001 年から 2011 年に
かけて売上高経常利益率が増加していることの 3 つより、日系企業において海外進出は非






2.3 世界銀行における LPI 評価及びロジスティクスの効率化 
 世界銀行における日本と ASEAN 諸国の LPI 評価（7）を表 2.3 に示す。 
 LPI 評価とは、Logistics Performance Index の略であり、下記の項目を総合的に評価し







 表 2.3 より、日本の LPI 評価は 10 位に対し、ASEAN 諸国の LPI 評価はシンガポールが 5
位であるが、マレーシアの 25 位からミャンマーの 145 位までと低い評価となっているこ






















表 2.3 世界銀行における日本及び ASEAN 諸国の LPI 評価（2014 年） 
 
（出所）THE WORLD BANK Logistics Performance Index「LPI Report」（7）より作成 
 
 次に 1997 年から 2013 年までのタイ（バンコク）における月額法定最低賃金の年推移を
図 2.6 に示す。 
 図 2.6 より、タイ（バンコク）では、法定最低賃金が 1997 年から 2013 年 1 月まで約 2.6
倍に増加していることが分かる。これは、各地でばらつきがあった最低賃金を 2012 年 4 月
及び 2013 年 1 月の 2 回に分けて引き上げ、タイ全国一律日額 300 バーツ（月額約 197 ド
ル）（約 45％増）に統一したことが影響している。この結果、2013 年 1 月時点のタイ（バ
ンコク）の月額法定最低賃金は、ベトナムのハノイ、ホーチミン（113 ドル）の約 1.7 倍
となり、中国の北京（223 ドル）、上海（231 ドル）等の大都市に迫る水準となった（8）。 
 
Rank Country Score % of highest performer
5 Singapore 4.00 96.2
10 Japan 3.91 93.4
25 Malaysia 3.59 83.0
35 Thailand 3.43 77.8
48 Vietnam 3.15 69.0
53 Indonesia 3.08 66.7
57 Philippines 3.00 64.2
83 Cambodia 2.74 55.8
131 Laos 2.39 44.5




（出所）日本貿易振興機構（ジェトロ）海外調査部「第 1 回～第 23 回アジア・オセアニ
ア主要都市・地域の投資関連コスト比較」（8）より作成 
図 2.6 タイ（バンコク）の月額法定最低賃金の推移（1997 年～2013 年） 
 










 また、世界銀行の LPI 評価が低く、物流効率化が課題となっており、物流効率化を図る
上でロジスティクスの標準化を行うことが重要である。 
 したがって、本研究では、タイを中心とする ASEAN 諸国及び日本を対象国とする。 
 また、パレットに積載可能な貨物（HS コード）として 36 品目を設定し、36 品目の内、
飲料（第 22 類）及び肥料（第 31 類）を除く 34 品目、そして肥料（第 31 類）の 2 種類に
貨物を分けて貨物流動量の現状把握を行う。 



















































3. 日本及び ASEAN 諸国における貨物流動量の現状 
3.1 HS コードの概要 
 本研究で使用する品目基準に「HS コード」がある。「HS コード」の概要をここで示す。 
 例として、自動車における HS コードの概念図を図 3.1 に示す。 
 「HS コード」とは、「商品の名称及び分類についての統一システム（Harmonized Commodity 
Description Coding System）に関する国際条約（HS 条約）」（14）に基づいて定められたコ
ード番号のことである。 
 2011 年 8 月現在、世界税関機構（WCO）のもと、日本を含む主要貿易国など 138 の国・
地域がこの条約に加盟している。また非加盟であっても、HS 準拠をしている国を含めると、
HS 適用国・地域は 204 に達しており、これは世界貿易量のほぼ全量をカバーしている。 
 HS コードは、日本語では「輸出入統計品目番号」「関税番号」「税番」などと呼ばれる。 
 HS コードは、あらゆる貿易対象品目を 21 の「部」（Section）に大分類し、6 桁の数字で
表されている。6 桁のうち、上 2 桁を類（Chapter）、類を含む上 4 桁を項（Heading）、項
を含む上 6 桁を号（Sub-heading）という。HS の分類改訂は、時代の流れに沿って、ほぼ 5
年ごとに見直しをすることが、当初から加盟国により合意されている。（参考文献(15)より
引用） 
 図 3.1 を例にすると、「類」は「87」、「項」は「87.06」「87.07」「87.08」、「号」は「8708.21」
「8708.30」「8708.70」の番号となる。 












3.2 対象とするパレットに積載可能な HS コードの設定 
 対象とするパレットに積載可能な輸出統計品目（HS コード）36 品目を表 3.1 に示す。 
 本研究におけるパレット積載可能な品目の選定基準において、国際基準となっている「輸
出統計品目表」の品目コード（HS コード）を用いた。本論文では、表 3.1 に示す 36 品目
を選定した。 
 























（出所）公益財団法人 日本関税協会「webEXPORT STATISTICAL 2014-01」（16）より作成 
 
3.3 HS コード全体の貨物流動量 




 2012 年における日本及び ASEAN 諸国の二国間における取扱貨物金額を表 3.2 に示す。 






























表 3.2 日本及び ASEAN 諸国の二国間における取扱貨物金額（2012 年） 
 
（出所）JETRO 日本貿易振興機構「ASEAN10 ヵ国貿易統計（2010 年～）」（18）より作成 
 
 次に、2012 年における日本から ASEAN 諸国への輸出金額を示したグラフを図 3.2 に示
す。また、2012 年におけるタイから ASEAN 諸国及び日本への輸出金額を示したグラフを図
3.3 に示す。 
 図 3.2 より、日本から ASEAN 諸国への輸出金額の内訳をみると、タイが最も多く、
43,695[百万ドル]となっている。次いで、シンガポール・インドネシアとなっている。 
 図 3.3 より、タイから ASEAN 諸国及び日本への輸出金額の内訳をみると、日本への輸出
金額が圧倒的に多く、23,320[百万ドル]である。次いで、マレーシア・インドネシアとな
っている。 







10,763 12,351 6,443 11,142 4,830 3,761 3,108 190 3,567 23,320 79,475
15,622 50,432 10,383 43,332 6,337 988 1,341 1,546 30 18,826 148,837
12,231 30,944 3,827 8,954 3,398 249 704 694 13 26,879 87,893
2,832 2,368 4,496 2,358 1,871 2,831 118 17 421 13,060 30,372
6,635 4,861 11,280 2,274 3,708 292 402 82 24 30,135 59,693
2,446 4,861 1,018 593 840 16 19 7 1 9,881 19,682
228 518 117 442 11 3 0 0 1 368 1,688
3,362 72 168 100 58 25 1 0 0 612 4,398
405 119 48 555 382 50 1 0 0 5,448 7,008
1,131 5 0 404 0 0 2 0 0 112 1,654
43,695 23,290 17,701 10,729 20,273 11,854 234 1,259 188 137 129,360
88,587 77,801 97,611 35,750 87,350 32,076 8,375 6,951 2,724 4,194 128,641 570,060
（単位：百万ドル）（2012年）
















（出所）JETRO 日本貿易振興機構「ASEAN10 ヵ国貿易統計（2010 年～）」（18）より作成 
図 3.2 日本から ASEAN 諸国への輸出金額の内訳（2012 年） 
 
 
（出所）JETRO 日本貿易振興機構「ASEAN10 ヵ国貿易統計（2010 年～）」（18）より作成 




3.4 HS コード別の貨物流動量 
HS コード別の貨物流動量を調査するにあたり、Global Trade Information Services,Inc.
の「Global Trade Atlas」（20）の統計データを用いた。「Global Trade Atlas」より抽出し
た統計データは 2014 年 11 月末時点のデータである。従って、統計データの変動の可能性
がある 2013 年の統計データについては、2014 年 11 月末時点でのデータでの調査である。 





可能な 34 品目」と「肥料」の 2 通りのパレットプールシステムの導入の検討を行うことと
する。肥料以外の貨物流動量については、数量の単位が他と異なるため、「第 22 類：飲料、
アルコール及び食酢」は対象から外した。 
 「パレット積載可能な 34 品目」と「肥料」の 2 通りのパレットプールシステムの導入の
検討を行うにあたり、「パレット積載可能な 34 品目」と「肥料」の 2 通りについて、2012
年及び 2013 年の 2 年間における金額または数量ベースでの現状把握を行った。 
 パレット積載可能な 34 品目の金額ベースによる 2012 年の貨物流動量を図 3.4、2013 年
の貨物流動量を図 3.5 に示す。また、数量ベースによる 2012 年の貨物流動量を図 3.6、
2013 年の貨物流動量を図 3.7 に示す。 








（出所）Global Trade Information Services,Inc.「Global Trade Atlas」（20）より作成 





（出所）Global Trade Information Services,Inc.「Global Trade Atlas」（20）より作成 





（出所）Global Trade Information Services,Inc.「Global Trade Atlas」（20）より作成 





（出所）Global Trade Information Services,Inc.「Global Trade Atlas」（20）より作成 
図 3.7 パレット積載可能な 34 品目の二国間の貨物流動量（数量ベース、2013 年） 
 
 次に、肥料の金額ベースによる 2012 年の貨物流動量を図 3.8、2013 年の貨物流動量を図
3.9 に示す。また、数量ベースによる 2012 年の貨物流動量を図 3.10、2013 年の貨物流動
量を図 3.11 に示す。 










（出所）Global Trade Information Services,Inc.「Global Trade Atlas」（20）より作成 
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（出所）Global Trade Information Services,Inc.「Global Trade Atlas」（20）より作成 



















































サイズの統一に関しては、国際的に ISO 規格として 4 つの標準規格が定められている。日




















図 4.1 パレットプールシステムの概要 
 
 次に、本研究で対象とする ASEAN 諸国及び日本におけるパレットプールシステムの概要
を示す。簡潔に概要を示すため、ここでは、3 ヵ国におけるパレットプールシステムの概
要を図 4.2 に示す。 




































 本研究では、タイを中心とする ASEAN 諸国及び日本において、パレットプールシステム
の導入に向けた、利益最大を目的とした定式化を行い、最適解を求めることとした。 
 今回、パレットプールシステムの導入の観点から、パレットプールシステムの収入及び
支出の 2 つに大きく分類をし、収入及び支出に関係する費用について考慮した。 
 定式化における検討項目の一覧を表 5.1 に示す。 










































引いた値を利益として求める。収入と支出の詳細な構成については 5.2.2 及び 5.2.3 で示
す。 
 
 ----------------------------------------------- （1） 
 
BNF： パレットプールシステムにおける利益 [円/年] 
INC： パレットプールシステムにおける収入 [円/年] 











































 ----------- （2） 
 
INC： パレットプールシステムにおける収入 [円/年] 
PR： パレットレンタルのレンタル料 [円/(枚・日)] 
TME： 輸出企業での滞留日数 [日] 
TMEI： 輸出企業から輸入企業への輸送日数 [日] 
TMI： 輸入企業での滞留日数 [日] 











 パレットの整備費は式(6)であり、「パレット 1 枚当たりの整備費」に「パレットの保有
枚数」をかけた値となる。パレットの保有枚数の算出式は式(5)であり、各ノード・リンク







 ----------------------------- （3） 
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 -------------------------------------------------------------------------- （4） 
（ 5 ） 
 -------------------------------------------------- （6） 
 ---------------------------------------------- （7） 
 ----------------------------------------------------- （8） 
 
EXP： パレットプールシステムにおける支出 [円/年] 
PFC： 空パレットの回送費 [円/年] 
MC： パレットの整備費 [円/年] 
DOC： デポの運営費 [円/年] 
DPC： パレットの減価償却費 [円/年] 
TC1： デポから輸出企業への配送費 [円/枚] 
TC2： デポ間の輸送費 [円/枚] 
TC3： 輸入企業からデポへの集荷費 [円/枚] 
x： 輸送量 [枚/年] 
PH： パレットの保有枚数 [枚/年] 
TMEI： 輸出企業から輸入企業への輸送日数 [日] 
TMDE： デポから輸出企業への輸送日数 [日] 
TMID： 輸入企業からデポへの輸送日数 [日] 
TMDD： デポ間の輸送日数 [日] 
TME： 輸出企業での滞留日数 [日] 
TMI： 輸入企業での滞留日数 [日] 
TMD： デポでの滞留日数 [日] 
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DC： 1 国当たりのデポの運営費 [円/年] 
PMC： パレット 1 枚当たりの整備費 [円/枚] 
y： デポの有無 
PC： パレットの購入費 [円/枚] 














量は 0 以上であることを示している。 
 
 ------------------- （9） 
 ------------------- （10） 
（11） 
 -------------------------- （12） 
 ---------------------------------- （13） 
 







① パレットのサイズは日本パレットレンタル株式会社が使用している T-11 型（1,100 ㎜
×1,100 ㎜×144 ㎜、本体質量約 17kg）（32）とする。 
② 海上輸送コンテナのサイズは 40ft 冷凍コンテナ及びドライコンテナとする。 
40ft ドライコンテナと 40ft 冷凍コンテナの概要を表 6.1 に示す。 
 































③ レンタルパレットの配送及び集荷を行う際のトラックは 10t トラックとする。 
10t トラックの内法寸法を表 6.2 に示す。 
 













パレットのレンタル料については、既存研究である青島大志（2006 年 3 月）「パレット
レンタルシステムにおける在庫費用の削減策に関する研究」（12）より引用した。また、株式
会社イー・ロジットによる「物流ニュース 日本パレットレンタル／軽油高でレンタルパ
レット利用料金を改定」（26）により、2008 年より 2 割増でのレンタル料とすることを考慮
した。 
10[円/枚]×1.2 = 12[円/枚] 
 
② パレットの新規購入費 
山崎純大（2008 年 2 月 28 日出版）の『パレットで物流が変わる』（ダイヤモンド社、




年～20 年と分かった。従って、今回はその平均である 15 年として使用した。 
 
④ パレット 1 枚当たりの整備費 





















365[日/年]／商品回転率（小売業）11.4[回転/年] = 32.0[日] 
⑦ デポでの滞留日数 







報告」（30）を参照し、日本のトラック輸送運賃の水準（10t 車で 200km 走行した場合）を 100
とした場合にタイが 74 であることを反映した。 
 トラック輸送運賃については、月間 LOGI-BIZ の『運賃値上げ 実勢トラック運賃調査
2014』（31）より、平成 18 年のトラック輸送運賃が調査されていなかったため、最も近い平
成 20 年のトラック輸送運賃（10t 車で 200km 走行した場合）45,526[円/台]とした。 
 また、10t トラック 1 台当たりのパレット積載枚数は、日本パレットレンタル株式会社
で使用されている T-11 型（1,100 ㎜×1,100 ㎜×144 ㎜）（32）と、既存研究である加納俊宏
（2013 年）の「メーカーと小売業との商取引の見直しによる一貫パレチゼーションの導入
効果に関する研究」（13）より引用した 10t トラックの内法寸法（6,225 ㎜×2,230 ㎜×2,400
㎜）から算出した。 
（6,225／1,100）×（2,230／1,100）×（2,400／144）= 160[枚/台] 












通関事情（2013 年 6 月）」（33）、東京工業大学学位論文データベース「海上コンテナ輸送の
時間費用」（34）、OOCL「本船スケジュール Rate Tariff Search」（35）から算出した。 
 日本貿易振興機構（JETRO）の「ASEAN・メコン地域の最新物流・通関事情（2013 年 6 月）」
（33）においてタイ・インドネシア・マレーシア・シンガポール・ベトナムの ASEAN の主要
な国間の 40ft コンテナでの輸送費が記されていたので実データとして参照した。 
 OOCL の「本船スケジュール Rate Tariff Search」（35）では、日本からシンガポール・




 ASEAN 諸国及び日本における二国間の 40ft コンテナの輸送費を表 6.3 に示す。 
 
表 6.3 ASEAN 諸国及び日本における二国間の 40ft コンテナの輸送費一覧 
 
（出所）JETRO 日本貿易振興機構「ASEAN・メコン地域の最新物流通関事情（2013 年 6
月）」（33） 
OOCL「本船スケジュール Rate Tariff Search」（35） 
東京工業大学学位論文データベース「海上コンテナ輸送の時間費用」（34）より作成 
 
表 6.3 を参照し、ASEAN 諸国及び日本の二国間における 40ft コンテナの輸送費より、パ
レット 1 枚当たりの輸送費（空パレットの回送費）を算出した。 
空パレットの回送において、40ft ドライコンテナに積載可能な枚数を算出し、1 枚当た
りの回送費を算出した。また、[US$]での費用のため、1[US$] = 125[円]の換算を行った。 





ブルネイ カンボジア インドネシア 日本 ラオス マレーシア ミャンマー フィリピン シンガポール タイ ベトナム
ブルネイ 508 508 1,397 762 381 762 762 254 508 508
カンボジア 508 1,143 1,100 1,651 762 1,524 1,397 254 381 127
インドネシア 508 1,270 1,750 1,016 685 1,270 950 935 555 750
日本 1,270 2,667 1,500 1,270 1,397 2,413 1,016 1,500 1,397 1,500
ラオス 762 508 1,016 1,830 635 1,270 762 381 127 381
マレーシア 381 381 450 500 508 508 600 100 300 250
ミャンマー 762 1,270 1,016 1,100 1,397 762 2,286 508 1,143 2,413
フィリピン 635 2,286 1,143 1,016 508 635 2,540 508 635 1,270
シンガポール 254 254 300 600 508 200 508 500 200 250
タイ 635 1,524 650 1,127 127 400 1,000 400 250 200










事情（2013 年 6 月）」（33）より、タイ・インドネシア・マレーシア・シンガポール・ベトナ
ムの主要な ASEAN 諸国の二国間の輸送日数を参照した。 
 また、その他の二国間の輸送日数については、『2015 年版国際輸送ハンドブック』（36）よ
り各船社における就航スケジュールから算出した。 
 輸出企業から輸入企業への輸送日数（デポ間における輸送日数）の一覧を表 6.5 に示す。 
 
表 6.5 輸出企業から輸入企業への輸送日数（デポ間における輸送日数）の一覧 
 





ブルネイ カンボジア インドネシア 日本 ラオス マレーシア ミャンマー フィリピン シンガポール タイ ベトナム
ブルネイ 198.4 198.4 545.7 297.7 148.8 297.7 297.7 99.2 198.4 198.4
カンボジア 198.4 446.5 429.7 644.9 297.7 595.3 545.7 99.2 148.8 49.6
インドネシア 198.4 496.1 683.6 396.9 267.6 496.1 371.1 365.2 216.8 293.0
日本 496.1 1,041.8 585.9 496.1 545.7 942.6 396.9 585.9 545.7 585.9
ラオス 297.7 198.4 396.9 714.8 248.0 496.1 297.7 148.8 49.6 148.8
マレーシア 148.8 148.8 175.8 195.3 198.4 198.4 234.4 39.1 117.2 97.7
ミャンマー 297.7 496.1 396.9 429.7 545.7 297.7 893.0 198.4 446.5 942.6
フィリピン 248.0 893.0 446.5 396.9 198.4 248.0 992.2 198.4 248.0 496.1
シンガポール 99.2 99.2 117.2 234.4 198.4 78.1 198.4 195.3 78.1 97.7
タイ 248.0 595.3 253.9 440.2 49.6 156.3 390.6 156.3 97.7 78.1
ベトナム 248.0 49.6 214.8 214.8 148.8 136.7 396.9 175.8 58.6 97.7
（単位：日）
ブルネイ カンボジア インドネシア 日本 ラオス マレーシア ミャンマー フィリピン シンガポール タイ ベトナム
ブルネイ 4 4 11 6 3 6 6 2 4 4
カンボジア 4 9 12 13 6 12 11 2 3 1
インドネシア 4 10 12 8 3 10 6 2 7 3
日本 10 21 14 10 11 19 8 8 11 11
ラオス 6 4 8 12 5 10 6 3 1 3
マレーシア 3 3 3 11 4 4 10 1 4 4
ミャンマー 6 10 8 17 11 6 18 4 9 19
フィリピン 5 18 9 8 4 5 20 4 5 10
シンガポール 2 2 1 9 4 1 4 3 2 3
タイ 5 12 7 9 1 3 10 3 3 2

















パレットの需要量は、3 章の日本及び ASEAN 諸国の貨物流動量の現状で Global Trade 





する必要があることが分かった。したがって、「第 31 類：肥料」とその他の 2 通りのパレ
ットプールシステムの導入の検討を行った。肥料以外の貨物流動量については、数量の単
位が他と異なるため、「第 22 類：飲料、アルコール及び食酢」は対象から外した。 
パレットの需要量を算出するに当たり、品目別のパレット積載量のデータが存在しない
ため、1 パレットに 1t の貨物を積載したと仮定し、パレットの需要量を算出した。 
パレットに積載可能な品目（肥料以外）のパレット需要量を表 6.6 に、肥料におけるパ
















表 6.6 パレットに積載可能な品目（肥料以外）のパレットの需要量 
 
（出所）Global Trade Information Services,Inc.「Global Trade Atlas」（20）より作成 
 
表 6.7 肥料におけるパレットの需要量 
 













ブルネイ カンボジア インドネシア 日本 ラオス マレーシア ミャンマー フィリピン シンガポール タイ ベトナム
ブルネイ 29 24,901 110,767 0 345,814 144 7,483 171,577 87,938 4,901
カンボジア 1 156,461 37,142 4,219 55,740 107 5,339 39,506 214,714 127,516
インドネシア 798 3,438 6,489,764 2,718 2,064,675 62,344 280,041 2,768,852 4,847,876 1,061,607
日本 0 3,884 4,534,124 48,631 2,407,661 129,379 2,939,600 2,536,771 8,664,812 2,570,360
ラオス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
マレーシア 4,082 126,691 4,951,286 4,132,001 30 140,794 362,283 2,542,670 4,664,086 1,441,245
ミャンマー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
フィリピン 9 126 1,312,782 1,465,158 25 793,633 23,166 621,459 1,615,975 558,244
シンガポール 4,112 10,109 2,934,909 2,791,515 4,068 4,672,131 36,006 275,591 1,200,043 593,540
タイ 421 132,339 1,966,581 13,587,423 600,113 1,938,983 131,759 945,682 1,513,018 697,509
ベトナム 212 467,589 1,146,443 2,626,678 397,374 1,292,017 104,182 240,715 788,645 2,071,078
（単位：枚）
ブルネイ カンボジア インドネシア 日本 ラオス マレーシア ミャンマー フィリピン シンガポール タイ ベトナム
ブルネイ 0 0 0 0 834 0 0 5,689 0 0
カンボジア 0 600 14,002 0 1,493 0 5,910 0 78,891 149,856
インドネシア 0 0 16,544 0 206,017 0 221 3,117 43,390 12,479
日本 0 0 12,649 0 122,331 0 1,619 0 17,727 17,277
ラオス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
マレーシア 297 300 68,848 219,535 0 807 6,216 9,181 17,895 98,307
ミャンマー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
フィリピン 0 0 102,148 102,474 0 135,964 0 50,328 9,554 143,618
シンガポール 0 0 222 391 0 5,278 0 315 295 6
タイ 0 0 39,187 32,566 12,901 456,281 0 87,054 97 51,832




7.1 パレット積載可能な 34 品目におけるパレットプールシステムの検討結果 







 パレットプールシステムにおける収入が 887 億 6,480 万円、支出が 565 億 9,450 万円と
なり、利益は 321 億 7,030 万円となった。利益がプラスであることにより、パレットプー
ルシステムの導入の可能性があることが分かった。 
 また、パレットの保有枚数は年間で 2,203 万 5,800 枚が必要となることが分かった。 
 次に、パレットの流動について示す。 
 まず、輸出企業から輸入企業へのパレットの流動量を表 7.1 及び図 7.1 に示す。 
 表 7.1 及び図 7.1 より、全体の傾向として、1,000 万枚以上のパレットの流動はタイか




表 7.1 輸出企業から輸入企業へのパレットの流動量 
 
（単位：枚）
ブルネイ カンボジア インドネシア 日本 ラオス マレーシア ミャンマー フィリピン シンガポール タイ ベトナム
ブルネイ 29 24,901 0 0 345,814 0 7,483 171,577 87,938 4,901
カンボジア 1 156,461 37,142 4,219 55,740 107 5,339 39,506 214,714 127,516
インドネシア 798 3,438 5,935,140 2,718 2,064,680 62,344 280,041 2,768,850 4,847,880 1,061,610
日本 0 3,884 4,534,120 48,631 2,407,660 129,379 2,939,600 2,536,770 8,664,810 2,570,360
ラオス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
マレーシア 4,082 126,691 4,951,290 0 30 140,794 362,283 2,542,670 4,664,090 1,441,250
ミャンマー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
フィリピン 9 126 1,312,780 131,315 25 793,633 23,166 621,459 1,615,980 558,244
シンガポール 4,112 10,109 2,934,910 2,303,900 4,068 4,672,130 36,006 275,591 1,200,040 593,540
タイ 421 132,339 1,966,580 13,587,400 600,113 1,938,980 131,759 945,682 1,513,020 697,509




図 7.1 輸出企業から輸入企業へのパレットの流動量 
 
 次に、輸入企業からデポへのパレットの流動量を図 7.2 に示す。また、デポ間の移動に
おけるパレットの流動量を図 7.3 に示す。 
 図 7.2 より、表 7.1 及び図 7.1 の輸出企業から輸入企業におけるパレット流動量に合わ
せて、輸入企業からデポへの流動量はタイ・マレーシア・インドネシア・日本での取扱量
が多く、1,400 万枚以上であることが分かった。 













図 7.3 デポ間の移動におけるパレットの流動量 
 















 パレットプールシステムにおける収入が 21 億 5,221 万円、支出が 14 億 7,528 万円とな
り、利益は 6 億 7,693 万 2,000 円となった。このことより、肥料においてもパレットプー
ルシステムの導入の可能性があることが分かった。 
 また、パレットの保有枚数は年間で 54 万 9,853 枚が必要となることが分かった。 
 次に、パレットの流動について示す。 
 まず、輸出企業から輸入企業へのパレットの流動量を表 7.2 及び図 7.5 に示す。 
 表 7.2 及び図 7.5 より、全体の傾向をみると、ベトナムやタイ・マレーシア・インドネ
シア・フィリピンを中心として輸出入が多く行われている傾向が分かる。 













ブルネイ カンボジア インドネシア 日本 ラオス マレーシア ミャンマー フィリピン シンガポール タイ ベトナム
ブルネイ 0 0 0 0 834 0 0 5,689 0 0
カンボジア 0 600 0 0 1,493 0 5,910 0 78,891 149,856
インドネシア 0 0 0 0 206,017 0 221 3,117 43,390 12,479
日本 0 0 12,649 0 122,331 0 1,619 0 17,727 17,277
ラオス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
マレーシア 297 300 68,848 185,554 0 807 6,216 9,181 17,895 98,307
ミャンマー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
フィリピン 0 0 102,148 0 0 135,964 0 50,328 9,554 143,618
シンガポール 0 0 222 0 0 5,278 0 315 295 6
タイ 0 0 39,187 0 12,901 456,281 0 87,054 97 51,832
ベトナム 0 0 3,724 0 34,645 16,459 0 326,326 4 9,720
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 次に、輸入企業からデポへのパレットの流動量を図 7.6 に示す。また、デポ間の移動に
おけるパレットの流動量を図 7.7 に示す。 












図 7.7 デポ間の移動におけるパレットの流動量 
 
 最後に、デポから輸出企業へのパレットの流動量を図 7.8 に示す。 





図 7.8 デポから輸出企業へのパレットの流動量 
 
7.3 パレットプールシステムの導入国の決定に関する検討結果 







れる。「肥料を除いた HS コード全体」「肥料」の 2 つのパレットプールシステムの導入に向
けた算出結果より、タイ・マレーシア・インドネシア・フィリピン・日本を中心としてパ
レットプールシステムの導入を行うことが良いと考える。 
 しかしながら、本研究における検討では、導入における課題が 2 つ考えられる。 
1 つ目は、パレットサイズの違いによる統一化である。日本では T-11 型（1,100 ㎜×















 パレットプールシステムにおける事業利益に影響を与える項目を表 7.3 に示す。 

































表 7.3 パレットプールシステムにおける事業利益に影響を与える項目 
 
 
 次に、表 7.3 で分類した自社により変更が可能な項目より、事業利益に影響をどの程度


























































変動項目 変動値 事業利益（BNF） 増加率
パレットレンタルのレンタル料（PR） 10％増 410億5,820万円 128%
デポから輸出企業への配送費（TC₁） 10％減 343億4,650万円 107%
デポ間の輸送費（TC₂） 10％減 322億2,750万円 100%
輸入企業からデポへの集荷費（TC₃） 10％減 343億4,650万円 107%
デポから輸出企業への輸送日数（TMDE） 10％減 321億8,640万円 100%
輸入企業からデポへの輸送日数（TMID） 10％減 321億8,640万円 100%
デポ間の輸送日数（TMDD） 10％減 321億7,210万円 100%
輸出企業での滞留日数（TME） 10％減 286億2,130万円 89%
輸入企業での滞留日数（TMI） 10％減 287億1,830万円 89%
デポでの滞留日数（TMD） 10％減 322億3,690万円 100%











 パレットプールシステムの導入による利益は、約 329 億円となり、パレットの年間にお
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ご鞭撻に心から感謝申し上げます。 
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